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第１ 調査の概要 

 １ 第三者委員会設置の経緯 

   Ａ弁護士（以下「Ａ」という。）は，平成３０年１月１８日，内閣府公益

認定等委員会に対し，公益財団法人日本レスリング協会（以下「協会」とい

う。）の幹部らによるコーチ及び選手に対するパワーハラスメント等を告発

し，同年２月には，週刊誌に，協会幹部がＢ（以下「Ｂ」という。）の練習

環境を不当に妨害し，あるいは，当時男子フリースタイルのナショナルチー

ム（なお，「強化チーム」ということがある。）のコーチであったＣ（以下「Ｃ」

という。）に対してＢに指導をしないよう不当な圧力をかけたなどの記事が

掲載されるなどした。 

そのため，協会は，協会の倫理委員会による調査ではなく，より客観性及

び信頼性の高い調査を行うため，平成３０年３月９日，協会と利害関係のな

い弁護士による第三者委員会（以下「当委員会」という。）を設置した。 

 

 ２ 当委員会の目的 

当委員会が協会から委嘱を受けた調査事項は，①Ｄ常務理事（以下「Ｄ」

という。）によるＢ及びＣらに対するパワーハラスメントの有無及びそれに

関連する事項につき調査を行うこと（評価を含む。），及び，②何らかの問題

が存在する場合，再発防止策を提言すること（ガバナンス上の問題の指摘及

び同体制の改善強化を含む。）である（以下「本委嘱事項」という。）。 

 

 ３ 当委員会の構成 

当委員会の構成は，以下のとおりである。 

委員長 有田 知德（弁護士・元福岡高等検察庁検事長） 

委 員 須藤  修（弁護士） 

委 員 政木 道夫（弁護士・元検事・元裁判官） 

また，当委員会は，下記の者を補助者として任命し，本調査の補佐をさせ

た。 

弁護士 秋葉健志，同 野口徹晴（須藤綜合法律事務所） 

弁護士 松尾宗太郎，同 深山美弥（シティユーワ法律事務所） 
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第２ 調査手続の概要 

 １ 調査実施期間 

   平成３０年３月９日から同年４月５日まで。 

    

 ２ 調査対象期間 

   平成２０年８月に北京で開催されたオリンピック競技大会（以下「オリン

ピック」という。なお，開催地を冠して，例えば「東京オリンピック」とい

う。）から平成３０年３月８日まで。 

 

 ３ 実施した調査手続の概要 

（１）関係者に対するヒアリング 

当委員会は，協会役職員，コーチ（元コーチを含む。），選手その他レスリ

ング関係者合計１９名（うち複数回行った者２名）に対してヒアリングを行

った。 

（２）関係資料の確認・精査 

当委員会は，協会，ヒアリング対象者等から提供された資料を確認し，そ

の内容を精査した。具体的には，次のような資料を含む。 

ア Ａ作成の平成３０年１月１８日付け告発状（以下「本告発状」という。） 

イ 問題の発覚から本調査に至るまでの協会作成文書等 

ウ 協会作成の平成２０年北京オリンピック，平成２４年ロンドンオリンピッ

ク，平成２８年リオデジャネイロオリンピック及び２０２０年東京オリンピ

ックに向けた各強化体制について記載された書面 

エ 協会の理事会議事録（平成１６年４月１３日から平成３０年３月８日まで） 

オ ライン・データ 

カ 録音データ 

 

 ４ 前提事項 

当委員会の調査は，上記第１，２の目的の範囲内で行うことを前提として

おり，本告発状記載事項すべてを対象とするものではない。 

 

 ５ 制限事項 
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本報告書は，与えられた時間及び条件の下において，可能な限り適切と考

える調査及び検討を行った結果をまとめたものであるが，任意の調査である

ことの限界があり，今後の調査等において新たな事実等が判明した場合には，

その結論等が変わる可能性がある。 

 

第３ 当委員会による認定及び判断のプロセス並びに枠組 

１ 事実認定の対象たる事実の選定 

（１）本委嘱事項においては，当委員会が調査・評価すべき事項につき，Ｄによ

るＢ・Ｃらに対するパワーハラスメントの有無及びそれに関連する事項と

されていることから，①パワーハラスメントの行為主体がＤあるいはＤに

関連する者，②パワーハラスメントの相手方がＢ・Ｃあるいは同人らに関連

する者，という形で限定されているものの，調査・評価の対象たる行為とし

て如何なる範囲の事実を取り上げるべきかの限定がない。 

（２）そこで，当委員会においては，今回の調査の発端がＡ作成にかかる本告発

状の提出にあったことを踏まえ，まず，当委員会が設置された直後である平

成３０年３月１１日にＡより本告発状の写しの提出を受けるとともに，そ

の提出経緯及び内容の説明を受けた（なお，この説明で留意すべきは，本告

発状に記載されたパワーハラスメント疑惑は，当初，Ａにおいて，協会の登

録選手である当時拓殖大学３年生であったＥが味の素ナショナルトレーニ

ングセンター（東京都北区西が丘所在。以下「ＮＴＣ」という。）内レスリ

ング練習場（以下「練習場」という。なお，我が国のレスリング界では，レ

スリング用マットを敷設した練習場を「道場」と呼称するが，以下では，こ

の意味で「練習場」の語を用いる。）における強化合宿での練習中の事故に

より頸椎損傷したことに伴う補償問題につき相談を受けたことに端を発し

たとの事実である。）。 

（３）本告発状の内容及びＡの説明によると，本告発状の記載内容のうち，「１ 

協会現幹部らによる不公正な選手管理及び強化委員の恣意的選定」，「２ 

協会長による理事の恣意的選任」，「３ 協会現幹部らによるパワーハラス

メント」及び「６ 協会現幹部らによる女子選手に対するセクシャルハラス

メント」の４項目に記載された各事実が，本委嘱事項に合致すると認められ

たことから，当委員会は，これらの４項目を当委員会による事実認定の対象
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たる事実として選定した。 

（４）なお，当委員会がその発足時に協会との間で本委嘱事項の内容につき協議

した際，協会より，協会の現幹部らによる金銭の詐取・横領及び不明朗な会

計処理が問題として挙げられているようだとの話があった。しかし，当委員

会は，第１に，当委員会設置後１か月足らずの期間（２～３週間を目途に報

告書を纏めてほしいというのが協会の強い要請であった。）で会計上の問題

に調査範囲を広げたうえで調査を完了することは不可能であること，第２

に，金の流れにかかる調査を遂げ，その実態解明に及ぶためには，当委員会

の陣容では無理であって，公認会計士を含む会計調査チームを組成する必

要があること，第３に，それらの事項は，むしろ内閣府公益認定等委員会に

おける審査事項と親和性が高いことを述べて，それらの問題は本委嘱事項

には含めなかったという経緯がある。 

（５）また，当委員会においては，本告発状に記載のない事実についても，当委

員会によるヒアリングの過程において，パワーハラスメントに関係する事

項として，その有無の判断を当委員会が示すべきと考えた事実については，

当委員会による事実認定の対象たる事実として選定した。 

（６）当委員会は，以上のようにして，当委員会が調査のうえ認定すべき論点な

いし事実を選定し，もっぱら当該論点ないし事実を立証命題として，これを

裏付ける事実・証拠の収集に全力を尽くした。 

   なお，こうした次第であるから，当委員会は，マスコミで五月雨的に取り

上げられ世間の関心を集めたと覚しき事実については，その事実的裏付け

につき当委員会の調査範囲を拡大することは事実上不可能であることから，

事実認定の対象外とした。 

 

２ 事実認定の基本方針 

（１）本委嘱事項については，当該事実の存在を示すビデオその他の動画あるい

は音声データなどの直接証拠（直接的にその事実の存在を示す証拠）は皆無

であった（ヒアリング対象者のいずれからも，かかる直接証拠が提出される

ことはなかった。）。 

（２）そこで，当委員会としては，前述のとおり延べ２１人（実数では１９人）

から延べ４５時間にわたりヒアリングを実施し，そのヒアリング結果たる
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各人の供述を総合的に検討して，検討対象たる事実を認定するという方法

に依らざるをえなかった。そのため，ヒアリング対象者の供述が他の者によ

って影響されることのないように，細心の注意を払った。 

まず，当委員会は，ヒアリングの実施にあたっては，協会幹部については

協会事務局を窓口としてヒアリング日時等の調整をしたが，それ以外の者に

ついては，当委員会が独自に開拓したルートを経由してヒアリングの日時等

を調整して決定するとともに，その前後を通じ，ヒアリングが行われたこと

が外部に漏れないよう細心の注意を払った。また，ヒアリングを実施する都

度，対象者に対しては，ヒアリングに先立ち，ヒアリングを受けた事実の有

無及びその内容が当委員会以外に漏れることは一切ないことを告げた。さら

に，ヒアリングが終了した際には，ヒアリング対象者に対し，関係者等から

ヒアリング内容に対する質問を受けた場合を想定して，次のような指示をし

た。すなわち，当該質問にヒアリング対象者が回答しないことによる不利益

が及ぶことがないよう，調査の適正・中立性を守るために，当該ヒアリング

内容を職場の上司といえども回答してはならないと当委員会より厳しく申

し渡されている旨回答するように告知した。 

 以上のように，ヒアリング環境を整備・調整することによって，ヒアリン

グ対象者の供述が他の者による影響を受けないようにした。 

（３）また，当委員会によるヒアリングについては，２回２人の例外を除き，他

のヒアリング対象者については，委員３名が必ず同席のうえ，まず主査が発

問し，対象者からの回答を踏まえて，順次他の委員が質問をし，最後には自

由に意見を述べる機会を与えるとの形式にて実施した。  

（４）その上で，上記１記載の当委員会が選定した調査・認定対象たる論点・事

実ごとに，当該論点・事実に対応するヒアリング対象者の供述を分類・整理

した。 

   かくして，当委員会は，４名の補助者を加えて，個々の論点・事実ごとに，

それぞれの供述内容の相互の合致点・矛盾点，他の客観的事実との整合性を

検討し，さらに各供述の背景について議論を掘り下げるなどした。こうした

検討・議論のプロセスにおいては，各委員・補助者の実務経験に基づき，裁

判所における事実認定の実務で一般に行われている経験則及び採証法則に

則り，各供述の評価を実施して，最も合理性が高いと認められる事実をそれ
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ぞれ認定した。こうして当委員会が認定した事実が第５に記載したところ

である。 

 

３ パワーハラスメントにかかる判断枠組 

（１）本委嘱事項は「Ｄ常務理事によるＢ，Ｃらに対するパワーハラスメントの

有無及びそれに関連する事項につき調査を行うこと（評価を含む。）」となっ

ていることから，まず，パワーハラスメントという概念を明らかにする必要

がある。ところで，パワーハラスメントという概念は，民事上の損害賠償請

求を基礎づける不法行為（民法７０９条）ないし債務不履行（民法４１５条）

を構成する概念を指すものとして用いられることがある。その内容は，民事

訴訟にかかる裁判例の蓄積によって導かれる。しかしながら，当委員会が組

織されるに至った経緯が，本告発状にかかるマスコミ報道を契機として，い

わゆる「パワハラ疑惑」が世上取り沙汰されるに至ったことに起因している

ことに照らすと，本委嘱事項にいうパワーハラスメントとは，裁判例におい

て認められるパワーハラスメント概念を基礎としつつも，それに限定され

ることなく，社会通念上認められる概念を指すものと解することが妥当で

ある。とはいえ，社会通念といっても余りに漠然としている。そこで，本委

嘱事項に関わる人々，すなわち，協会における選手強化体制に組み入れられ

ている強化本部長，強化委員長，強化チーム，コーチや選手などによって構

成される選手強化のための組織（以下「本組織」という。）で通用すること

が予定されている社会通念（これは，部分社会における社会通念に他ならな

い。）によって認められるパワーハラスメント概念を明らかにする必要があ

る。 

（２）こうした観点に基づいて，本委嘱事項におけるパワーハラスメント概念を

考えるにあたっては，まず，厚生労働省の下で作成された「職場のパワーハ

ラスメント防止対策についての検討会報告書」（以下「検討会報告書」とい

う。）を参照すべきである。というのは，検討会報告書は，厚生労働省の下

で「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ」

が平成２４年に同円卓会議及びワーキング・グループにおける議論に基づ

いて策定した報告・提言をベースに，その後６年にわたる社会及び社会通念

の変遷を取り込んで平成３０年３月付けで公表されたものであることから，
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検討会報告書におけるパワーハラスメントにかかる考え方は，現時点にお

ける社会及び社会通念を適切に反映しているものと考えるためである。と

はいえ，その内容を一見すると分かることであるが，検討会報告書は，あく

まで「職場」を前提とするものである。したがって，本組織に対し，検討会

報告書の考え方をそのまま当てはめることは必ずしも適当でない。 

（３）以下では，こうした若干の留保を前提として，検討会報告書における考え

方を概観する。 

検討会報告書では，「職場のパワーハラスメントは，相手の尊厳や人格を

傷つける許されない行為であるとともに，職場環境を悪化させるものであ

る。」とした上，「職場のパワーハラスメントの概念」につき，「実効性のあ

るパワーハラスメントの予防等の対策」を進めるとの観点から，具体的な行

為類型の整理を重視しているが，「職場のパワーハラスメント」と捉えるた

めの要素として，以下の３つを挙げている。そして，それらの要素のいずれ

をも満たすものをもって，「職場のパワーハラスメント」と認定しうると整

理した。その要素とは， 

① 優越的な関係に基づいて（優位性を背景に）行われること 

② 業務の適正な範囲を超えて行われること 

③ 身体的若しくは精神的な苦痛を与えること，又は就業環境を害する 

こと 

の３要素である。 

   この３要素は，前述のとおり，検討会報告書が「職場」の存在を前提とし

ていることに由来する。すなわち，「職場」の存在を前提として，その場に

おいて，業務上の指揮命令関係ないし職位上の上下関係が成立しているこ

と，あるいは少なくとも業務上の協力関係が成立している職場において業

務上必要な知識・経験の優位性が認められることが必要とされる。しかも，

そうした前提の下で，業務の「適正な範囲を超える」ことが必要とされてい

る。 

   しかしながら，本件で問題とされる本組織においては，以下に検討すると

おり，その組織の特性に応じて①の要素の内容を明らかにしたうえ，②の要

素については，その組織に相応しい内容のパワーハラスメントにかかる基

準を有していると考えられることから，本組織が採用するパワーハラスメ
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ント基準によって，パワーハラスメントの有無を判断することが妥当と考

える。 

 

４ 協会組織の特色 

（１）まず，本組織を包含する協会の組織の特色を概観する。 

協会は，定款第３条の記載から明らかなように，「レスリングを発達させ

ることにより，国民の体力向上とスポーツ精神の涵養に資すことを目的」と

したうえで，全日本レスリング選手権大会（以下「天皇杯」という。）及び

その他の各種レスリング競技大会等の開催，オリンピック・世界レスリング

選手権大会（以下「世界選手権」という。），その他の各種国際レスリング競

技大会における代表選手・役員の選任や，レスリングの普及・発展施策を行

うものとされている（定款第４条）。そして，現実の活動においては，４年

に１回開催されるオリンピックへ選手・役員を派遣し，レスリング競技にお

いてメダルを獲得することを組織の最大の目標とし，もって国民の期待に

応えるとともに，国民意識の高揚を促すという役割を担い，かつ現に果たし

ている。 

   また，協会は，その制定にかかる競技者規程などの諸規程をもって，レス

リング競技会，レスリング大会等に参加してレスリング競技を行う者や，監

督，コーチなどの競技者に対して指導する立場にある者につき，登録制を採

用し，協会あるいはその傘下の加盟団体（定款第３８条）に登録していない

者は，事実上，正規のレスリング競技大会では競技あるいは指導をしえない

旨の規則を定めている。 

   そこで，オリンピックその他の競技大会を目指す選手やその指導を行う

立場の者は，必ず協会に登録を行うことを要し，協会の定める各種規程の適

用を受けるものとされる。したがって，登録選手や登録コーチは，協会の制

定にかかる倫理規程の適用も受けることとされている。 

   ここで倫理規程をみると，同規程は，「本協会のすべての役職員（評議員，

理事，監事，役員，職員）及び本協会登録者」（前文）は，「フェアプレーの

精神を尊重し，公平性及び公正性を確保するため，スポーツの価値を損なう

次の各号に定める不適切な行為を行わず，強要せず，黙認せず，許さず，そ

の根絶に努めるものとする」（第４条）と定め，その各号の行為の１つとし



9 

て，「パワーハラスメント」が挙げられている。 

（２）ところで，登録選手や登録コーチは，それぞれ所属する企業や官公庁ある

いは大学その他の団体に所属し（これを協会では一般に「所属」と称してい

る。），所属先から給与等の支払を受けているのが通常であって，ごく一部の

コーチが日本オリンピック委員会（以下「ＪＯＣ」という。）から専任コー

チとしての賃金又は謝金を受け取っているが，これは極めて例外的である。 

とはいえ，協会が主催する天皇杯その他の国内大会や，協会において日本

を代表する選手を選考するオリンピック，世界選手権その他の国際レスリン

グ競技大会において選手として参加するためには，協会あるいはその傘下の

加盟団体に登録することが不可欠である。 

したがって，国内及び国外で現実に行われているレスリング競技の実施に

おいて，選手，コーチ，監督などから構成される人的組織は，オリンピック

を目指す選手強化体制を頂点として階層構造をなす選手強化のための組織

と位置付けられ，それらは，協会の視点からみれば，いずれも，協会の主た

る事業の１つである選手強化事業のための組織と位置付けられるものに他

ならない。そして，本組織は，オリンピックを目指す強化体制にかかる組織

であるから，まさに，こうした組織の頂点に立つ選手強化組織に他ならない。 

このような本組織その他の選手強化のための組織は，ボランタリーの組織 

とはいうものの，それは事実上の運営主体たる協会から給与を支払われてい

ないということを指し示すにとどまり，その実態は，協会に登録しないと正

規のレスリング競技ができないという意味で，事実上強制加入団体といいう

るものである。 

いずれにせよ，本組織は，強化本部長の下に設置される強化委員会が組成

するコーチ組織によって，オリンピックに参加する選手を選考するための準

備作業をするとともに，理事会で選考された選手を強化・育成するための組

織に他ならない。 

しかも，レスリングが１対１で対戦して勝敗を決する競技であるという特

性からして，個人で強化を行うことには自ずから限界があり，コーチの指導

のもと，適切なスパーリング相手を見つけることができなければ競技能力の

向上が期待できない。そのため，オリンピックを目指す国内トップクラスの

登録選手及び同選手を指導する登録コーチは，同様の立場の登録コーチ及び
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登録選手が複数所属している団体に所属している。 

また，レスリング競技自体は，プロ化されておらず，また，プロ選手も存

在しないことから，一般的に競技能力が最も向上する大学卒業直後の時期に，

生計を維持しながらレスリング競技を続けるためには，所属する団体の理解

が必要不可欠である。 

そのため，登録コーチ及び登録選手が，企業や官公庁あるいは大学（大学

生である場合もあるが，大学卒業後に職員の身分を得てレスリングを続ける

者も多い。）に所属している。 

もっとも，所属する団体数は限られているのが現状であるため，高校時代

もしくは大学時代の指導者や先輩選手に紹介されて所属先を決める場合が

多く，レスリング競技を続けている間，事実上の上下関係が継続していると

思われる。 

 

５ パワーハラスメントへの該当性の判断基準 

以上のような特色を有する協会において，オリンピックへの参加を目指す

選手の強化体制を担う理事や本部長と，協会登録者たる選手及びコーチの間

には，オリンピックその他の競技大会に参加する選手あるいはコーチとして

の選任につき，協会の理事や強化本部長が優越的な地位を占めていることは

明らかである。 

また，検討会報告書における②の「業務の適正な範囲を超えて行われるこ

と」との要素については，倫理規程第４条によって，本組織の上記特色を反

映して，「フェアプレーの精神」や「公平性及び公正性」の観点に立脚して

「スポーツの価値を損なう不適切な行為」か否かをもって判断基準とするこ

とが，とりわけ「パワーハラスメント」については明示されているところで

ある。 

こうしたことから，当委員会は，Ｄ及びＤに関連する人のＢ・Ｃその他の

者に対するパワーハラスメントが問題とされる行為につき，パワーハラスメ

ントへの該当性を判断する際の基準は，「フェアプレーの精神」や「公平性

及び公正性」の観点に立脚して，「スポーツの価値を損なう不適切な行為」

であるか否かという基準をもって臨むべきと考える。 

そして，この判断には，パワーハラスメントが相手の尊厳や人格を傷つけ
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る許されない行為であることに鑑み，「敬意と思いやり」を考慮すべきであ

る。 

 

６ 倫理規程の適用 

なお，協会において倫理規程が施行されたのは平成２５年４月１日のこと

であるが，前述のとおり，この倫理規程はレスリング競技の本質に根ざした

価値観を確認的に具体化したものと解されるので，その適用を平成２５年４

月の施行以前に遡及させることには何ら支障がない。 

 

第４ 調査によって判明した前提たる基礎的な事実 

１ 協会及びその事業の概要 

（１）上記第３，４で触れたので，簡潔に触れる。 

協会は，「日本におけるレスリングの統括団体」として位置付けられる。

すなわち，協会は，その傘下に，日本社会人レスリング連盟，全日本学生レ

スリング連盟，全日本女子レスリング連盟などの連盟及び全国都道府県レ

スリング協会などを擁する公益財団法人である。 

我が国において，協会及びその傘下の団体が主催する競技大会に選手あ

るいはコーチ等として参加するためには，協会制定の「競技者規程」の定め

るところによって，競技者あるいは役員等（部長，監督，コーチ，審判員等

をいう。）として登録することを要する。こうして登録をしている選手の数

は，現時点で約１万人であり，登録をしているコーチ等の数は，現時点で１

０００名前後である。 

（２）協会の主な事業は，競技会にかかる事業と選手強化事業に大きく分かれて

いる。 

前者は，年に１回開催される天皇杯（例年１２月に開催される。）及び明

治乳業杯全日本選抜選手権大会（例年５月又は６月に開催される。以下「明

治杯」という。）等の国内大会を主催するとともに，オリンピックなどの参

加選手の選考・派遣を主とする事業である。 

後者は，国内外におけるメダル獲得を目指し，国内及び海外で強化合宿を

するものであり，少年少女の育成にも努めている。 
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２ 協会の役員構成とその運営実態 

（１）協会における現時点での業務執行については，Ｆ会長（以下「Ｆ」という。），

Ｇ副会長兼専務理事（以下「Ｇ」という。），７名の副会長（Ｈ１，Ｈ２，Ｈ

３，Ｈ４，Ｈ５，Ｈ６，Ｈ７）のほか，４名の常務理事（Ｉ（以下「Ｉ」と

いう。），Ｊ（以下「Ｊ」という。），Ｄ，Ｈ８）によって構成される幹部会が

事実上の最高意思決定機関である。 

理事会は，上記の幹部会構成メンバーのほか，２１名の理事によって構成

されている。理事の選任方法は協会内規によって定められている。 

（２）現時点における理事の選出は次の分類によっている。すなわち，会長が指

名する役職理事（７名），ブロック理事（７名。各ブロックから指名される。），

連盟理事（７名。傘下に８連盟あるが，全日本マスターズレスリング連盟と

日本格闘競技連盟については一人の理事が兼務する。），委員会理事（全委員

会から５名の理事候補者が専門委員長会議において選出される。），学識経

験者３名であり，会長を含めて合計３０名である。 

学識経験者は，企業代表が１名，医科学委員会に所属しており，ドーピン

グ関係に従事している者が１名，レスリング経験者であり，現在は大学教授

である者が１名である。 

その他，理事会には，次期理事候補となる者を，特定理事として参加させ

ている。特定理事は，発言権はあるが，議決権はない。 

監事は２名である。 

 

３ 選手強化事業 

（１）はじめに 

協会は，４年に一度開催されるオリンピックを最大かつ最終の目標と位置

付け，当該オリンピックにおけるメダルの獲得内容・数を指標とする結果を

踏まえて，次のオリンピックに向けた強化体制を組成するということを繰り

返してきた。 

上記第３，４で触れたところであるが，協会においては，オリンピックに

向けた選手強化体制の構築とその運営が，オリンピックにおけるメダル獲得

という目標を達成するうえで極めて重要な位置を占めることはいうまでも

ない。そして，本告発状記載の事実には，主に，Ｄを強化本部長（時期によ
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り，女子強化委員長）とし，Ｃを強化チームのコーチ，Ｂをオリンピックへ

参加することとされた選手とする本組織において生起した事実が含まれて

いる。 

こうしたことから，以下では，協会における選手強化体制の構成・選定手

続などについて事実関係を整理する。 

（２）選手強化体制の構成 

現在，２０２０年東京オリンピックに向けた強化体制が組成されているが，

同体制では，強化責任者として，強化本部長（なお，強化本部長を補佐する

者として強化本部長補佐という役職が存在する。），強化副本部長というポス

トが設けられている。そして，その下に，「グレコローマンスタイル」，「男

子フリースタイル」，「女子フリースタイル」という３スタイルが位置付けら

れ，各スタイルに，強化担当者として，強化委員長，ヘッドコーチ，コーチ

が配置されている。また，３スタイルとは別に，ＪＯＣ派遣のコーチとして，

ナショナルアシスタントコーチが配置されている。 

各スタイルは，個別に，独立して，合宿や遠征などを組み込みながら年間

の強化スケジュールを立案しており，互いに切磋琢磨しながら強化活動を行

っている。 

（３）選手強化体制の選定手続 

選手強化体制は，オリンピックの結果を踏まえて，次のオリンピックに向

けた強化体制が組成されるところ，近時の運営では，まず，選手強化体制の

最高責任者と位置付けられる専務理事と事務局との間で具体的なコーチの

人選を行って原案が作成されている。この原案の作成にあたっては，前任の

強化本部長や強化委員長の意見を徴することは余りなく，あくまでオリンピ

ックにおけるメダルの獲得状況及びその獲得した内容やその獲得に貢献し

た人々の評価を，専務理事と事務局が他の人から個別に意見を徴したうえ，

その獲得に貢献した所属における選手の状況なども参考に決定し，その決定

内容を協会の幹部会が承認し，その後，理事会が承認するとのプロセスを経

ることが多いとのことである。 

（４）選手強化体制の変遷 

平成２０年北京オリンピック以降の強化体制の変遷は以下のとおりであ

る。 
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ア 平成２０年北京オリンピックに向けた強化体制 

強化委員長，強化副本部長の下に，「グレコローマンスタイル」，「男子フ

リースタイル」，「女子フリースタイル」の３つのスタイルが位置付けられ，

各スタイルに，強化担当者として，ヘッドコーチ，コーチが配置された。 

具体的な強化体制の決定に関しては，平成１６年１１月１８日開催の平成

１６年度第４回理事会において，専務理事のＧから，アテネオリンピックで

は，女子レスリングの活躍により６個のメダルを獲得し当面の目標は達成す

ることができたこと，また，男子レスリングではヘルシンキオリンピック以

来１３大会連続メダルを獲得し，日本のレスリングの伝統を守ることができ

たとされ，これは強化委員長のＩを中心に強化コーチが一丸となり，選手強

化を図った成果であることが報告され，この後の対策としては，男子はソウ

ルオリンピック後の１６年間，金メダルから遠ざかっており，何としても北

京オリンピックでは男女とも金メダルを獲得し，レスリング王国日本の復活

を目指すには，引き続き，強化委員長にＩを推薦したいとの提案があり，理

事会で承認された。また，強化副委員長にＪ，男子フリースタイルヘッドコ

ーチにＫ（以下「Ｋ」という。），グレコローマンスタイルヘッドコーチにＬ

（以下「Ｌ」という。），女子フリースタイルレスリングヘッドコーチにＤの

提案があり，理事からは異議が述べられず，理事会で承認された。 

イ 平成２４年ロンドンオリンピックに向けた強化体制 

強化委員長，強化副委員長の下に，テクニカルディレクターとの役職が設

けられ，その下に「グレコローマンスタイル」，「男子フリースタイル」，「女

子フリースタイル」の３つのスタイルが位置付けられ，各スタイルに，強化

担当者として，ヘッドコーチ，コーチが配置された。なお，「女子フリース

タイル」だけは，責任者がヘッドコーチではなく強化委員長と呼称された。 

具体的な強化体制の決定に関しては，以下のような経緯をたどった。すな

わち，当初，平成２０年９月９日開催の平成２０年度第２回理事会で，強化

委員長のＩから，アテネ・北京オリンピックに向けた強化体制における強化

委員会が検討した結果として，Ｋを強化委員長に推薦する旨の報告がなされ，

Ｋも引き受ける意志がある旨の報告があり，各理事が意見を述べた。それに

対して，議長であるＦは，強化委員長を含めた役員人事については会長に一

任願いたいとの要請をし，承認された。その後，平成２０年１１月１２日開
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催の平成２０年度第３回理事会で，Ｆが，「これまでの強化委員長の運営に

ついては，委員長１名により，男女を取りまとめていたが，新体制としては，

男子（フリー・グレコ）女子にそれぞれ委員長を置いて，２名体制として実

施したい。新委員長には，男子はＫ，女子はＤにお願いしたい。」，「今後２

名体制にしたことは，特に，男子レスリングはソウル五輪後においては，金

メダルを獲得しておらず，２０１６年東京オリンピック招致に向けては，何

としてもロンドン五輪で金メダルを獲得しなければならない。また，女子レ

スリングにおいても各国との実力は接近しているため，一層の努力が必要で

ある。両委員長に今後の活躍を期待したい。」と説明した。以上の説明につ

いて，理事からは異議が述べられず，男子の強化委員長をＫ，女子の強化委

員長をＤとすることが理事会で承認された。 

ウ 平成２８年リオデジャネイロオリンピックに向けた強化体制 

平成２５年３月２０日時点では，強化本部長，強化副本部長の下に，「グ

レコローマンスタイル」，「男子フリースタイル」，「女子フリースタイル」の

３つのスタイルが位置付けられ，各スタイルに，強化担当者として，強化委

員長，コーチが配置されていた。 

具体的な強化体制の決定に関しては，平成２５年３月２０日開催の平成２

４年度第５回理事会において，Ｆが強化本部長等の選出に関して説明し，理

事からは異議が述べられず，理事会で承認された。 

もっとも，平成２７年３月５日時点以降は，強化本部長の下に，「グレコ

ローマンスタイル」，「男子フリースタイル」，「女子フリースタイル」の３つ

のスタイルが位置付けられ，各スタイルに，強化担当者として，強化委員長，

コーチが配置されるという体制に変更となっている。 

エ ２０２０年東京オリンピックに向けた強化体制 

強化責任者として，強化本部長（なお，強化本部長を補佐する者として強

化本部長補佐という役職が存在する。），強化副本部長の下に，「グレコロー

マンスタイル」，「男子フリースタイル」，「女子フリースタイル」という３つ

のスタイルが位置付けられ，各スタイルに，強化担当者として，強化委員長，

ヘッドコーチ，コーチが配置されている。また，３スタイルとは別に，ＪＯ

Ｃ派遣のコーチとして，ナショナルアシスタントコーチが配置されている。 

具体的な強化体制の決定に関しては，平成２８年９月２６日開催の平成２
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８年度第２回理事会において，専務理事のＧから，２０２０年に向けた強化

体制として，新しく強化本部長補佐にＭ，強化副本部長にＮに就任していた

だき，東京オリンピックを目指すとの説明があり，また，強化委員会（各コ

ーチ）について資料が配付され，理事からは異議がなく，理事会で承認され

た。 

（５）選手強化体制における合宿の位置付け 

協会に登録している選手は，大学，企業，官公庁などに所属して練習を行

っているところ，協会が主催して，主要大会，特に国際大会での活躍を目指

し，参加選手を選考したうえで国内及び海外での強化合宿が行われている。 

このうち，女子フリースタイルの国内合宿（以下「女子合宿」という。な

お，男子の国内合宿は「男子合宿」という。）は，ＮＴＣと櫻花レスリング道

場（新潟県十日町市所在）で主に行われている。 

なお，女子フリースタイルにおいては，オリンピック派遣選手を選考する

にあたり，国内主要大会である天皇杯と明治杯の結果を重要視しているが，

同２大会の勝者が異なる場合には，国内合宿を開催してオリンピック派遣選

手を選考しているため，この点で，選手強化体制において合宿が重要な意義

を有している。 

（６）選手強化体制における遠征の位置付け 

協会は，オリンピックや世界選手権など国際大会に派遣する選手の選考を

行い，同選手を遠征させている。 

協会は，オリンピックを最大かつ最終の目標と位置付けているため，オリ

ンピックへの遠征の結果如何により強化体制が変更されることとなり，重要

な意味を持つ。 

（７）ＪＯＣエリートアカデミーについて 

選手強化事業の一事業として，ＪＯＣエリートアカデミー事業が存在する。 

ＪＯＣエリートアカデミーは，平成２０年４月からスタートし，協会が主

催して，ＮＴＣを活用しながら，オリンピックを始め国際大会で活躍できる

トップアスリートを育成し，その選手がスポーツを通じて将来にわたり日本

代表として社会に貢献できる人材になることを企図している。 

 

４ 競技会にかかる事業 
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（１）国内大会の主催 

ア 国内大会の概要 

協会は，国内での主要なレスリング大会を主催している。代表的なものは，

天皇杯，明治杯，国民体育大会レスリング競技会，内閣総理大臣杯全日本選

手権大会，ジュニアクイーンズカップ選手権大会，ＪＯＣ杯ジュニアオリン

ピックカップ大会／全日本ジュニア選手権大会，全国高等学校選抜大会等で

ある。 

イ 国内大会の位置付け 

このうち，天皇杯及び明治杯が２大大会であり，両大会の成績が，後記（２）

イの国際大会に派遣する選手の選考において重要となる。 

また，強化指定選手については，２年に一度見直しが行われ，直前の天皇

杯の勝者，明治杯の選手を含めた上位選手１２名前後が強化指定選手とされ，

協会が主催する強化合宿等に参加することができる。 

ウ 階級制について 

レスリングの階級は，平成２９年１０月現在，ジュニア／シニアの男子フ

リースタイル，男子グレコローマンスタイル及び女子について，それぞれ１

０階級に分かれている。他方，オリンピックでは，それぞれ６階級に分かれ

ている。 

ジュニア／シニアの女子では，５０ｋｇ，５３ｋｇ，５５ｋｇ，５７ｋｇ，

５９ｋｇ，６２ｋｇ，６５ｋｇ，６８ｋｇ，７２ｋｇ，７６ｋｇ級の１０階

級であり，オリンピックでは，５０ｋｇ，５３ｋｇ，５７ｋｇ，６２ｋｇ，

６８ｋｇ，７６ｋｇの６階級である。 

（２）国際大会への派遣 

ア 国際大会の概要－ＪＯＣ派遣と協会派遣－ 

レスリングの国際大会には，オリンピック，世界選手権，アジア競技大会，

東アジア競技大会，ユニバーシアード大会，ユースオリンピック競技大会，

その他の国際大会がある。 

このうち世界選手権については，協会が派遣する選手を選考し，協会の費

用負担のもと，選手を派遣する。他方，オリンピック，アジア競技大会，東

アジア競技大会，ユニバーシアード大会，ユースオリンピック競技大会につ

いては，協会が派遣する選手を選考するものの，ＪＯＣの費用負担のもと，
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ＪＯＣが選手を派遣する。 

アジア競技大会は４年に１度，夏期オリンピックの２年後に開催され，ア

ジアにおけるオリンピックのような位置付けであり，格が高い大会とされて

いる。 

その他の国際大会としては，かつて世界レスリング連盟がアゼルバイジャ

ン共和国の首都バクーで開催していたゴールデン・グランプリのような賞金

大会もある。ゴールデン・グランプリは，優勝賞金１万ドルという高額賞金

が出ることから，世界のトップ選手が出場し，大会のレベルが高いとされて

いた。 

イ 国際大会の選考基準 

（ア）男子の場合 

ａ オリンピック 

オリンピックについては，直近の世界選手権でメダルを獲得している選手

がいる場合には，当該選手がオリンピックの日本代表選手に決定されること

が原則である。 

もっとも，異なる取扱いがなされることがある。平成１６年アテネオリン

ピックの代表選考においては，平成１５年の天皇杯でフリースタイルの日本

代表を３名決定し，その他の日本が出場枠を獲得した階級の代表選考におい

ては，明治杯の勝者又はプレーオフの勝者を日本代表とする旨決定された

（平成１６年４月１３日開催の平成１６年第１回理事会）。 

平成２０年北京オリンピックの代表選考においては，①世界選手権（平成

１９年開催）でメダルを獲得した選手は内定するが，平成１９年度天皇杯に

出場しなければならない，②世界選手権で８位入賞の北京オリンピック資格

を得た選手は，平成１９年度天皇杯及び明治杯のいずれかに優勝した場合は

内定とし，両大会とも優勝者が異なった場合は，その勝者と北京オリンピッ

ク資格を得た選手がプレーオフを行い勝者が決定する，③世界選手権で北京

オリンピック資格を得られない階級については，平成１９年度天皇杯の優勝

者を第１回及び第２回の資格認定トーナメント大会に出場させ，同トーナメ

ント大会で資格を得た選手は，平成１９年度明治杯で優勝すれば内定とし，

両大会とも優勝者が異なった場合は，その勝者と北京オリンピック資格を得

た選手がプレーオフを行い，その勝者を代表に決定することとされた（平成
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１８年１２月１８日開催の平成１８年度第４回理事会）。 

平成２４年ロンドンオリンピックの代表選考においては，平成２３年開催

の世界選手権，同年の天皇杯及び平成２４年３月の選考会の成績を加えて日

本代表選手を選考するが，世界選手権メダリストは平成２３年の天皇杯又は

平成２４年３月の選考会のいずれかに優勝すれば代表に決定することとさ

れた（平成２２年１２月２３日開催の平成２２年度第５回理事会）。 

平成２８年リオデジャネイロオリンピックの代表選考においては，平成２

７年開催の世界選手権でメダルを獲得した選手は同年の天皇杯に出場した

時点で内定することとされた（平成２６年１２月２３日開催の平成２６年度

第３回理事会）。 

ｂ 世界選手権 

世界選手権については，原則として，選考直近の天皇杯及び明治杯のいず

れも優勝した選手がいる場合には，その選手が日本代表選手に決定される。 

他方，選考直近の天皇杯及び明治杯の優勝者が異なる場合には，天皇杯終

了後に，代表決定戦（プレーオフ）を実施し，その勝者が日本代表選手に決

定される。代表決定戦の開催日や選考方法については，専務理事や強化委員

会で話し合って決定される。 

（イ）女子の場合 

ａ オリンピック 

直近の世界選手権でメダルを獲得している選手がいる場合には，当該選手

がオリンピックの日本代表選手に決定されることが原則である。 

もっとも，異なる取扱いがなされることがある。平成１６年アテネオリン

ピックの代表選考においては，平成１５年の天皇杯で日本代表を３名決定し，

その他の日本が出場枠を獲得した階級の代表選考においては，明治杯の勝者

又はプレーオフの勝者を日本代表とする旨決定された（平成１６年４月１３

日開催の平成１６年第１回理事会）。 

平成２０年北京オリンピックの代表選考においては，平成１９年開催の世

界選手権で金メダルを獲得した選手は内定とし，それ以外の資格者について

は，その後の国内予選会の結果を見たうえで候補者を内定して理事会の承認

を受けることとされた（平成１９年１月２８日開催の平成１８年度第５回理

事会）。 
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平成２４年ロンドンオリンピックの代表選考においては，平成２３年開催

の世界選手権で優勝した選手が，平成２３年１２月の天皇杯又は平成２４年

の明治杯のいずれかで優勝すれば代表とする方針とされた（平成２２年１２

月２３日開催の平成２２年度第５回理事会）。 

平成２８年リオデジャネイロオリンピックの代表選考においては，平成２

７年開催の世界選手権でメダルを獲得した選手は同年の天皇杯に出場した

時点で内定することとし，選考試合が異なった場合は，女子の強化委員会が

日本代表選手を選考することとされた（平成２６年１２月２３日開催の平成

２６年度第３回理事会）。 

ｂ 世界選手権 

世界選手権に関しては，原則として，選考直近の天皇杯及び明治杯のいず

れも優勝した選手がいる場合には，その選手が日本代表選手に決定される。 

他方，選考直近の天皇杯及び明治杯の優勝者が異なる場合には，合宿での

選手同士の試合や練習状況をもとに，女子の強化委員会が日本代表選手を決

定している。 

なお，平成１８年開催の世界選手権に派遣する代表選手の選考については，

選考直近の天皇杯及び明治杯の優勝者が異なる場合には，プレーオフにより

代表選手を選考することとし，プレーオフは明治杯の終了後に実施すること

とされた（平成１７年１２月２３日開催の平成１７年度第４回理事会）。 

平成２９年開催の世界選手権に派遣する代表選手の選考については，プレ

ーオフを行わず，強化合宿において，スパーリングの内容で女子強化委員会

が選考することとされた（平成２９年６月２４日開催の平成２９年度臨時理

事会）。 

ｃ アジア競技大会など重要な国際大会 

その他の国際大会のうち，アジア競技大会など重要な国際大会については，

世界選手権と同様の基準によって日本代表選手が決定されることが多い。 

もっとも，平成１８年開催のアジア競技大会の代表選手選考では，大会が

平成１８年１２月に実施されるため，選考日から日程が離れていることから，

平成１８年６月に中国で開催される世界選手権の成績結果を見て決定する

こととされた（平成１７年１２月２３日開催の平成１７年度第４回理事会）。 

平成２２年開催のアジア競技大会（及び平成２２年開催の世界選手権）の
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代表選手選考では，Ｄが，代表選手は平成２１年の天皇杯及び平成２２年の

明治杯の勝者から選考するが，ただし，大会前の強化合宿に参加のできない

選手については派遣できないとことを提案し，理事会による検討の結果，女

子の出場選手については，女子強化委員会に一任することが承認された（平

成２２年５月３日開催の平成２２年度第１回理事会）。 

平成２６年開催のアジア競技大会の代表選手選考では，平成２６年５月の

明治杯の結果により強化委員会が代表選手を推薦し，最終的な承認について

は役員会（会長，副会長，専務理事，常務理事）に一任することが承認され

た（平成２６年６月１０日開催の平成２６年度第１回理事会）。 

ｄ その他の国際大会 

その他の国際大会については，選手の調整や強化に利用されており，強化

委員会が，直前の天皇杯の１位の選手に対して，当該大会への出場を希望す

るか否かを確認し，希望すれば当該選手を日本代表として派遣し，１位の選

手が出場を希望しない場合には，下位の選手を日本代表選手として派遣する

ことが多い。ただし，大会によっては，若手を育成する目的で，強化委員会

が選考した若手の選手を日本代表として派遣することもある。 

 

第５ 調査によって判明した事実とその評価 

以下においては，①ロンドンオリンピックに向けた強化体制（以下「ロン

ドン体制」という。）に至るまでの時期，②ロンドン体制の時期，③リオデ

ジャネイロオリンピックに向けた強化体制（以下「リオ体制」という。）の

時期，④東京オリンピックに向けた強化体制（以下「東京体制」という。）の

時期に分けて検討する。 

 

１ ロンドン体制に至るまでの時期 

Ｂは，Ｄの勧誘を受け，平成１２年４月，中京女子大学附属高等学校（現

在の至学館高等学校）に入学し，以後，Ｄからレスリングの指導を受けてい

た。Ｂは，中京女子大学（現在の至学館大学。以下，名称変更の前後を問わ

ず「至学館」という。）に進学し，大学卒業後は綜合警備保障株式会社（以下

「アルソック」という。）名古屋支社に所属しながら，至学館で練習してい

た。 
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Ｂは，平成１６年８月，アテネオリンピック６３ｋｇ級で優勝し，平成２

０年８月，北京オリンピック６３ｋｇ級でも優勝し，オリンピック二連覇を

遂げた。なお，姉のＯ（以下「Ｏ」という。）は北京オリンピックでは銀メダ

ルであった。 

このように，オリンピック二連覇を達成したＢは，北京オリンピックでの

大いなる達成感があったため，大会終了直後の引退発言に続き，その１１月

に東京で開催された世界選手権に，ＦやＤらの強い要請にもかかわらず，姉

のＯとともに，欠場した。 

 

２ ロンドン体制下の出来事（平成２０年９月から平成２４年８月まで） 

（１）Ｂは，北京オリンピック後は直ぐにはレスリングを再開せず，平成２１年

４月には姉のＯとともにカナダ・カルガリーに留学し，同地の大学で週２，

３回の練習をしていた。Ｂは，このカルガリー留学の際に現地で体験したレ

スリングの練習において，それまでの勝つためのレスリングとは違い，レス

リングの楽しさを実感するに至った。この留学は，結果的に，Ｂのレスリン

グ観に大きな転換をもたらし，以降，Ｂは，ともかく楽しんでレスリングを

するようになった。 

（２）Ｂは，平成２１年１２月ころに帰国したが，上記のレスリング観の転換な

どもあったことから，至学館には戻らず，ＮＴＣに宿泊しながら，ＮＴＣや

陸上自衛隊朝霞駐屯地（以下「自衛隊」という。）の練習場を使わせてもら

い，いわゆる出稽古をして練習し，同月２１日から２３日に開催された天皇

杯６３ｋｇ級で優勝した。 

（３）Ｂは，高校入学から至学館で練習してきたが，女子の中では自分がトップ

であったことから，同じ環境での伸びしろについて悩んでいたところ，出稽

古で新しいコーチ等から刺激を受け，今後はいろいろな場所で練習をした

いなどと考え，練習拠点を東京に移すこととし，平成２２年３月ころ，東京

に引っ越した。 

Ｂは，アルソックに練習場がなかったことから，自衛隊や早稲田大学，安

部学院高校等の練習場を使わせてもらって出稽古をしていた。また，Ｂは，

協会の強化指定選手に指名されたことから，女子合宿が行われる場合には女

子合宿にも参加して練習していた。 
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（４）Ｂは，東京に引っ越した後，平成２２年２月にＮＴＣで行われた女子合宿

に参加した。女子フリースタイルの強化委員長であったＤは，朝の体操の後，

朝食のため食堂へ移動する際にＢをコーチ部屋に呼び，Ｂと向かい合って

ソファに座ると，「よく俺の前でレスリングできるな。」などと言った。 

Ｄのこの発言は，それまで高校・大学の７年間にわたってＢを一貫して指

導してきた監督という立場にあった者が，その指導を受け，Ｄをレスリング

の師と仰いで尊敬の念を抱いていた選手に対して述べた言葉としては，余り

に不用意な発言であり，Ｂが名古屋を離れた前後の状況（なお，Ｂは，Ｏ及

び母と一緒にＤに挨拶するため名古屋に赴いている。）に照らすと，長年に

わたって眼を掛けてきた弟子が離れていったことに対する師の逆恨みにも

似た狭量な心情の発露としか解されず，およそ敬意や思いやりのかけらもな

い不適切な発言である。したがって，この発言は，パワーハラスメントであ

ると認める。 

（５）男子の強化委員長であったＫは，平成２２年４月ないし５月ころ，Ｂの兄

であるＰ（以下「Ｐ」という。）から，Ｂが東京に練習拠点を移して出稽古

をしていることを聞き，Ｂを男子合宿に連れて来るよう誘った。そのため，

Ｂは，Ｐに連れられてＮＴＣで行われた男子合宿に参加したが，男子合宿に

参加することを女子強化委員会には伝えなかった。 

Ｂは，男子合宿に刺激を受け，その後も男子合宿に参加するようになった。

男子合宿では，男子フリースタイルのナショナルチームのコーチ（以下「男

子コーチ」という。）らがＢの練習をみるなどしていたが，中でもＣがＢの

指導をするようになった。 

Ｂは，その後も，女子合宿のほかに男子合宿にも参加し，それらの合間に

は，自衛隊で出稽古をするなどして練習していた。 

（６）Ｂは，平成２２年７月，長野県の菅平プリンスホテルで行われた男子合宿

に参加した際に怪我をしたため，その後に新潟県十日町で行われる女子合

宿に参加できなくなった。Ｄや女子ナショナルチームのコーチ（以下「女子

コーチ」という。）は，このときの連絡により，Ｂが男子合宿に参加してい

たことを初めて知った。女子コーチの中には，Ｂが女子コーチに無断で男子

合宿に参加したことや，男子合宿に参加しながら女子合宿に参加しないこ

とについて批判する者もいた。 
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（７）Ｇは，平成２２年春から夏ころ，ＮＴＣで行われた男子合宿が終了した際，

ＮＴＣセンター長室にＫを呼び出した。Ｋは，男子ナショナルチームの強化

副委員長であったＬと二人でセンター長室に行った。Ｇは，同室において，

両名に対し，Ｂを男子合宿に参加させていることにつき「何とかしろ。」な

どと言い，両名の仕事は男子選手に金メダルを取らせることであるなどと

言った。 

強化委員会が男子グレコローマンスタイル，男子フリースタイルと女子フ

リースタイルに分かれ，それぞれが強化指定選手を指定して指導している以

上，女子の強化指定選手が男子合宿に参加して男子コーチから指導を受ける

ことは，１人の選手あるいは１人のコーチの一存でなしうることではない。

受け容れる側の男子コーチはもちろん，本来的に指導を託された女子コーチ

の承諾も得たうえで上記のような指導を行うことが，良識に沿った進め方と

いうべきである。また，一部の女子選手に男子合宿への参加を認めるか，男

子コーチの指導を認めるかは，他の強化指定選手との関係等も考慮した上で

協会が裁量的に決定すべきものと考えられる。 

Ｇの上記発言は，同人が，協会の副会長兼専務理事の地位に基づき選手強

化事業の統括責任者であり，その傘下の３スタイルの強化委員会の調整をす

べき立場にあったことに鑑みると，パワーハラスメントがあったとまではい

えない。ただし，その発言内容が明確に特定しえないので，それ以上の言及

は避けるが，強化本部長が強化委員長らに対して調整を促す場合であっても，

相手方の意見を聞くことなく一方的に指示命令するとなると，「敬意及び思

いやり」という観点に照らし，不適切となる場合があることに思いを致すべ

きである。 

（８）協会は，平成２２年５月の理事会で，同年１１月に中国・広州で開催され

るアジア競技大会及び同年９月にモスクワで開催される世界選手権大会の

各代表選手につき，男子については，強化委員長のＫの説明により，平成２

１年天皇杯と平成２２年明治杯の優勝者（プレーオフを含む。）を当てるこ

ととした。一方，女子については，強化委員長のＤより，代表選手は平成２

１年天皇杯と平成２２年明治杯の勝者から選考する，ただし，大会前の強化

合宿に参加のできない選手については，派遣できないとの説明があった。こ

の説明に関し，理事会で議論がなされ，女子選手の出場選手については，女
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子強化委員会に一任することとされた。 

Ｂは，平成２１年１２月に開催された天皇杯６３ｋｇ級と平成２２年５月

に開催された明治杯６３ｋｇ級でいずれも優勝し，上記の選考基準となる２

大会をいずれも優勝した。しかし，女子強化委員会は，平成２１年天皇杯は

準優勝，平成２２年明治杯は準決勝で敗退したＱ（至学館大学大学院所属。

なお，同女は，平成２１年９月世界選手権優勝，平成２０年天皇杯優勝，同

年１０月世界女子選手権優勝であるが，Ｂは，これらの大会に，いずれも欠

場している。）をアジア競技大会６３ｋｇ級の代表に選考し，Ｂはアジア競

技大会に出場できないこととなった。なお，平成２２年９月に開催された世

界選手権大会６３ｋｇ級にはＢが出場し優勝している。 

この点，上記の成績を見る限り，Ｂに替えてＱをアジア競技大会に出場さ

せるべき事情は見当たらないというほかない。協会は，「今後に向けてチャ

ンスを与えるため」と広報しており，ヒアリングにおいても一部の者から若

手育成との理由でＱを選抜したとの説明がなされたが，同大会の他階級の代

表はＲ（４８ｋｇ級），Ｓ（以下「Ｓ」という。）（５５ｋｇ級），Ｔ（７２ｋ

ｇ級）で，いずれもＢより年長者であることから説得的とはいいがたい。し

かも，こうした経緯について，協会はＢに対し十分な説明も行っておらず，

Ｂにおいても納得感がない状況にある。このような協会による代表選手の選

任行為は，それが定款第４条１項２号に定める協会の主要な事業の１つであ

るところ，前述のように，理事会における議論を経て最終的には強化委員会

への一任が決議されたものの，その選考過程は不明確であり，「公平性及び

公正性」が確保されておらず，しかも，本来選考基準を満たしている者に対

する十分な説明を行っていないことに照らすと，かかる選任行為は，むしろ

Ｂを選考から排斥する行為と解すべきであり，選考から外されたＢに対する

パワーハラスメントと認めざるをえない。 

（９）平成２２年の世界選手権は同年９月にモスクワで開催され，Ｂは６３ｋｇ

級で優勝した。 

Ｄは，当時女子フリースタイルの強化委員長であったが，同世界選手権の

際，宿泊先であるモスクワのホテルのロビーで，Ｃに対し，「Ｂの指導をす

るな。」と言った。Ｃは，Ｄに対し，「自分からやめろとは言えない。」などと

言った。 
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このＤのＣに対する発言は，ＣがＢに対し指導を行っていたのは，男子の

強化委員会を統括し指導する立場のＫの了解を受けていたものであったこ

と，Ｃが男子フリースタイルのコーチであり，Ｄが強化委員長を務める女子

フリースタイルのコーチではないことから，ＤとＣとの間には直接的に指示

をし指示を受ける関係にはないものの，当時既にＤは女子フリースタイルを

統括する指導者としてアテネ・北京の両オリンピックでの実績を重ねた実力

者であって男子チームに対しても事実上の影響力を持ち得る立場にあった

ことに照らすと，ナショナルチームの先輩コーチと後輩コーチの間における

発言としては配慮に欠けたものであり，その発言はＤの優位な立場を背景と

した敬意と思いやりのない不適切なものであったと言わざるをえず，パワー

ハラスメントに該当するというべきである。 

（１０）Ｄは，平成２２年１１月，ＮＴＣで行われた男子合宿中に，Ｃをコーチ

部屋に呼び出し，「お前，何回言っても分からないのか。Ｂの指導をするな

と言ってるだろう。」などと言った。 

これに対し，Ｃは，「何がいけないんですか。」などと言ってＤの方に近づ

く姿勢を示したため，近くにいた者がＣを後ろから抑えた。 

Ｄの上記発言は，上記（９）と同様の理由で，Ｃに対するパワーハラスメ

ントにあたるというべきである。ただし，Ｃの上記対応も，とても冷静な対

応と言い難く，この頃になると，Ｂに対する指導を巡って，当の本人を措い

て，ＤとＣとの関係が嫌悪な状況に陥っていたことは，多くのヒアリング対

象者が供述するところである。したがって，ＤとＣの関係は，既にパワーハ

ラスメントを云々すべき域を超えて，単なる犬猿の仲の関係にある者同士の

喧嘩に堕しているとも思われ，上記発言についても，上記（９）と同段で論

じてよいものか否か躊躇を覚える。 

（１１）Ｇは，平成２３年３月ころ，ＮＴＣセンター長室にＫ，Ｌ及びＣを呼び，

同室において，「Ｂのコーチをするな。おまえがＢを見ていると女子のコー

チが惨めだろ。おまえは女子のコーチじゃない。」などと言った。Ｃは，「合

宿はともかく，普段の練習は関係ないんじゃないですか。」などと反論した。 

Ｇの上記発言は，上記（７）と同様の理由で，パワーハラスメントがあっ

たとまではいえない。 

（１２）Ｄが，「Ｂを外して至学館大学の別の選手をオリンピックに派遣したい。」



27 

と言ったか否かについては，認めるに足る証拠は得られなかった。 

（１３）平成２４年７月２７日から同年８月１２日まで開催されたロンドンオ

リンピックにおいて，Ｂは，レスリング女子６３ｋｇ級で優勝し，オリンピ

ック三連覇を遂げた。 

ロンドンオリンピックでは，ＢのサポートメンバーとしてＵが同行してい

たが，Ｕは，Ｂの試合当日に試合会場の練習場に入れなかった。オリンピッ

クでは割り当てられるＩＤが少なく，サポートメンバーはＩＤを持っていな

いため，もともと試合会場の練習場に入ることはできない。Ｒ（４８ｋｇ級）

はＢと同日に試合があったが，Ｒのサポートメンバーも試合会場の練習場に

は入っていない。 

 

３ リオ体制下の出来事（平成２４年８月から平成２８年８月まで） 

（１）ロンドンオリンピック後に，次のリオデジャネイロオリンピックに向けて

の強化体制の変更が行われ，協会は，男子強化委員長兼男子フリースタイル

のヘッドコーチであったＫを外し，男子フリースタイル，男子グレコローマ

ンスタイル，女子フリースタイルを統括する強化本部長を設置してＧを当

てたうえ，男子フリースタイルの強化委員長（ロンドン体制のヘッドコーチ

に相当する。）にもＧを当てることとした。 

この体制変更の際，Ｇは，Ｃを男子フリースタイルのコーチから外す案を

示したが，ＩとＪがＣを残すよう主張し，Ｃはコーチとして残ることになっ

た。 

（２）Ｇは，強化本部長兼男子フリースタイルの強化委員長に就任すると，①女

子コーチ陣におけるＢのみを特別扱いすることへの反発に配慮するととも

に，②男子フリースタイルのコーチ陣は，合宿の際の練習時間につき，一丸

となって男子選手のコーチに専心すべきとのチームリーダーたるＧの方針

の下に，Ｂは女子合宿に専念するものとし，男子合宿への参加は認めないこ

ととした。Ｇは，このような方針をＣに伝えた。Ｃは，Ｂに対し，ＧからＢ

を男子の合宿に参加させないよう言われた旨伝えた。 

そのため，Ｂは，男子合宿に参加することはなくなったが，男子合宿の終

了後にＣと練習することとし，男子合宿の練習が終わる夕方以降にＮＴＣに

来て，男子合宿の練習が終わった後，Ｃと二人で３時間程度の練習をするよ
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うになった。 

ＧがＢの男子合宿への参加を認めないこととしたのは，上記の理由に基づ

くものである。こうした措置に対し，Ｃ及びＢのいずれも特に異を唱えるこ

となく，Ｂは，Ｇが決めた制約に従って，Ｃの指導の下で練習をした。 

こうした次第であるから，Ｇの措置は，Ｂにとってはロンドン体制下とは

違った大きな制約をもたらすことになったものの，ロンドン体制下における

Ｂに対する取扱がＫ強化委員長（当時）の練習などに対する考え方に基づい

て実現したものであることに加え，３スタイルのチーム全体の和を考えると，

それ自体として特に不合理な制約とはいえず，また，そうした措置の実施に

よって，３スタイルの各チームにおいて，とりたてて不協和音が聞こえたこ

ともないことに照らしても，かかる措置は，パワーハラスメントとはいえな

い。 

（３）Ｃは，警視庁レスリングクラブのコーチであったことから，警視庁の練習

場でＢを練習させようと考え，同クラブの監督であるＪらの許可を得た。こ

うして，Ｂは，ロンドンオリンピック後に，警視庁の練習場で練習するよう

になった。 

Ｂは，女子合宿があるときは合宿に参加し，他方，女子合宿がないときは，

警視庁の練習場で練習してＣの指導を受けていた。また，男子合宿があると

きはＣが警視庁に来ないことから，合宿の練習後にＮＴＣにおいてＣの指導

を受けるなどしていた。 

（４）男子フリースタイルのコーチであったＣとＶ（以下「Ｖ」という。）は，

平成２７年２月にＮＴＣで行われた男女合同合宿の期間中，協会の指示に

より京都での育成コンソーシアム事業のため数日間京都に出かけた。二人

が合宿所に戻ると，Ｄは，Ｃ一人に対し，合宿中に外出したことを叱責した

上，次第にＢの指導のことに話を移し，「目障りだ。出て行け。」などと罵倒

した。Ｃは，選手等がいる前で出て行くように言われたことから，そのまま

ＮＴＣから帰ってしまった。 

  Ｄは，ＣとＶが協会の指示で育成コンソーシアム事業の指導に行ったこと

は知らなかった。もともと育成コンソーシアム事業の指導に行くスケジュー

ルが既に決まっている中で，合宿のスケジュールが急遽決まったため，Ｄに

おいては，Ｃがナショナルチームのコーチとして最優先すべき合宿を軽視し
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たものと誤解したと思われるが，当該合宿に参加した多勢のコーチや選手が

見ている中で問答無用の態で一方的に叱責したうえ，その叱責の程度が甚だ

しいこと，さらには，Ｃ一人を叱責してＶには何も言わなかったことから，

Ｄのこの言動は，パワーハラスメントにあたる。 

（５）平成２７年の世界選手権は同年９月にラスベガスで開催され，Ｂは５８ｋ

ｇ級で優勝した。 

この世界選手権において，ＤがＣに「お前が調整をしていると女子コーチ

が何もしないと思われる。」と言ったか否かの点については，認めるに足る

証拠は得られなかった。 

（６）平成２８年８月５日から同月２１日までリオデジャネイロオリンピック

が開催された。 

Ｂは，他の選手らとともにリオデジャネイロに向かうため集合した際，Ｄ，

Ｓ及びＷが別の飛行機のビジネスクラスで先にリオデジャネイロに行った

旨聞き，自費でビジネスクラスに乗ったのだろうと理解した。Ｂは，Ｐから，

プレミアムエコノミーにアップグレードすることを勧められ，自費でプレミ

アムエコノミーに変更した。 

ＤがＢに対しビジネスクラスへの変更につき事前に連絡したとは認めら

れないが，Ｓ及びＷと同行するため自費でアップグレードしたにすぎず，Ｂ

に対するパワーハラスメントとは認められない。しかし，Ｄは，強化本部長

であり，オリンピックに派遣されたコーチ陣のリーダーであるから，立場に

応じた配慮をすべきであったと考える。 

（７）Ｂは，リオデジャネイロオリンピックにおいて，レスリング女子５８ｋｇ

級で優勝した。 

 

４ 東京体制下の出来事（平成２８年８月以降） 

（１）Ｊは，警視庁レスリングクラブの監督の地位にあったが，少なくとも最近

においては，練習の指導等をＣに一任していた。しかしながら，同クラブ所

属の男子選手からＣの指導がＢに傾きすぎるとの不満を耳にしたことを契

機として，Ｊは，平成２８年１２月ころ，同クラブにおける指導をＣに一任

するのをやめ，Ｃを含む４人のコーチが分担して指導することとし，平成２

９年１月からコーチ４人による指導を始めた。 
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（２）しかし，Ｊは，間もなくして，コーチ４人による指導が想定した効果をあ

げないと判断し，平成２９年１月ないし２月ころ，Ｂの所属先の監督である

Ｘ（以下「Ｘ」という。）に対し，電話で，今後は警視庁に練習に来てもら

っては困る旨の話をした。Ｘは，Ｂに対し，Ｊからもう警視庁には練習に来

ないでほしいという話があった旨告げた。 

その後，Ｂは，警視庁には練習に行かなくなった。 

Ｊは，警視庁レスリングクラブの監督として，部外者であるＢに対し，も

っぱら好意で同レスリングクラブの練習場の使用を認めていたものであり，

もとよりＢが同クラブの練習場を当然に使用できるわけではない。警視庁は

北京オリンピックから３大会にわたりオリンピック選手を出せなかったこ

とから，Ｊは，レスリングクラブの監督として，その立直しを迫られる立場

にある。そうした立直しの一環として，Ｊにおいて，リオデジャネイロオリ

ンピックが終わったことを契機に，それまで好意として行っていたＢへの協

力に一区切りをつけることは，考えられる選択である。Ｊは，現に，こうし

た選択肢を選んだわけだが，これは同クラブの監督がその一存で決定できる

ことであり，以下に述べるように，他に特段の事情を認定しえない以上，か

かる選択を論難することはできない。 

（３）協会は，平成２８年９月，東京オリンピックに向けた強化体制として，引

き続きＤを強化本部長とすることとした。この体制において，Ｃは，男子コ

ーチから外れた。 

ナショナルチームのコーチは，当然に再任されるものではなく，強化本部

長以下がコーチ陣の全体のバランスや構成，選手との相性などを総合して適

任と判断する者を選定するものである。そこには当然のことながら，チーム

編成の常として，広い裁量が認められているのであるから，Ｃを男子コーチ

に選定しなかったことをもって，Ｄによるパワーハラスメントであるとはい

えない。 

（４）Ｊは，平成２９年６月ころ，Ｃを警視庁レスリングクラブのコーチから外

すこととし，Ｃにその旨話した。Ｃは，同年８月ころ，人事異動で所属が変

わり，コーチから外れた。 

Ｊは，上記（２）記載のとおりの立場にあり，Ｃをコーチから外すことも

監督としての裁量の範囲内である。 
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（５）Ｊが警視庁のレスリングクラブのコーチからＣを外したこと及びＸに上

記（２）記載の話をしたことにつき，Ｄと事前の打合せがあったことを窺わ

せるような事情は証拠上認められなかった。 

 

５ その他 

本告発状には，上記の他にも幾つかの事実摘示があるが，そうした事実を

体験したとされている本人が，ヒアリングに際して当該事実に言及せず，あ

るいは否定したことを主なる要因として，それらの事実を認めるに足る証拠

は得られなかった。 

 

第６ 提言 

当委員会は，第４及び第５に記載した各事実を踏まえ，第５で指摘したよ

うなパワーハラスメントが協会内で再び生ずることがないように，協会にお

いて，以下に述べるような再発防止策を講じ，もって，協会が健全に発展す

るとともに，協会が目指すレスリング競技の我が国における普及と展開がつ

つがなく進むことを祈念するものである。 

 

１ パワーハラスメントにかかる行為者への処分について 

第５で述べたように，ＤのＢ及びＣに対する行為については，Ｄが理事で

あることに鑑み，倫理規程第４条１号に該当するものと解される。 

したがって，Ｄについて倫理規程違反が認められることから，協会は，同

規程第１１条に基づき適切な処分を検討すべきと考える。 

 

２ パワーハラスメントの抑止に向けた取組の必要性 

（１）現状の認識 

協会では，現時点において，公益通報者保護規程を有しており，公益通報

窓口が協会の事務局に置かれているが，同規程の適用は，協会の職員ほか協

会の就業規則が適用される者等に限定されており，登録選手や登録役員（コ

ーチ）には適用がされない。 

（２）新たな取組について 

ア 以上のような公益通報制度の下では，本件のような，パワーハラスメント 
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が選手とコーチとの間，あるいは理事とコーチの間において行われた場合な

どに公益通報制度を利用しえないので，公益通報者保護規程を改正し，かか

る制限を撤廃して，登録選手及び登録役員（コーチ）がいずれも公益通報制

度を利用できるようにすべきである。 

イ 以上の措置と併行して，協会においては，倫理規程が登録選手及び登録役

員（理事・コーチ等）に対し適用があることを同規程の適用者に対して周知

徹底すべきである。 

ウ 上記イの周知徹底の方法としては，倫理規程が存在するものの全く形骸化

していることに鑑み，まず会長から倫理規程の適用者全員に対し，然るべき

メッセージを発するとともに，倫理規程の所轄部署である倫理委員会におい

て，倫理規程の適用者全員に対し，倫理規程にかかる研修を徹底させるとと

もに，倫理規程が十分に周知徹底されているか否かの監督活動をさせるべき

である。 

 

３ 選手とコーチとの間におけるルール作りの必要性 

本件においては，Ｂの男子合宿への参加や女子合宿終了後かつ男子合宿終

了後にＣのコーチを受けることについて，ナショナルチーム全体でのコンセ

ンサスが形成されていなかったことから，Ｂに対する特別扱いは認めないと

か，強化本部長あるいは強化委員長などの指示に従わないことにより不利益

な取扱がなされるなどの事態が生じた。 

こうした事態においては，それぞれの関係者間で，ナショナルチーム全体

の和と，他の選手に比しより高いレベルの指導を求める個人との軋轢と葛藤

と相克が見られた。 

ここで，こうした事態が発生した原因につき考えを巡らせると，結局のと

ころ，選手の強化体制を巡って，関係者より意見徴収し，あるいは関係者間

で十分なコミュニケーションをとったうえで，できるだけ多くの者が納得す

るようなルール作りがなされず，どちらかというと場当り的な対応が上から

一方的になされたことによって，関係者間での混乱が拡大するとともに，不

満と不安が増幅したことに起因していると考えられる。 

したがって，今後の再発防止策としては，ナショナルチームにおける選手

の指導方法や，集団的な指導体制の中では十分に個性を伸ばせない選手への
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対策などにつき，きめ細やかで，かつ柔軟なルールを作ることが望まれる。

そして，こうしたルール作りにあたっては，関係者間で十分なコミュニケー

ションをとり，多くの関係者の意見を集約し，できるだけ多くの者が納得感

を持つことができるような手順を踏むことが必要である。 

 

４ 女子選手，ナショナルチームのコーチの選考過程の公平・公正化及び透明

化 

（１）女子選手の選考過程 

ア 世界選手権等の選考基準について，男子では，前年１２月の天皇杯と世界

選手権が開催される年の明治杯をいずれも優勝すればその優勝者が選出さ

れ，優勝者が異なる場合は，明治杯の決勝戦後にプレーオフを行って勝者が

選出されるが，女子については，両大会をいずれも優勝すれば優勝者が選出

されるのは同じであるものの，優勝者が異なる場合は，その場でのプレーオ

フは行わず，後日，強化合宿での様子を見て強化委員長とコーチが決定して

いる。強化合宿では，両者で試合をして優劣を判断するとされているが，観

客も審判もいない練習試合であり，体重も厳密ではなく２ｋｇ超過までは認

められることが多い。また，強化委員会は当該選手を選出した理由を発表し

ないため，代表選出の理由が分かりにくいことは否めない。 

以上のように，男子は，優勝者が異なった場合はプレーオフで決めること

から基準が明確で公平であるが，これに対し，女子の強化合宿で様子を見て

代表を決めるという方法は，公正性・公平性が担保できているとはいいがた

い。 

イ 女子がこのような方法を採るのは，プレーオフで決めるという選考基準は

分かりやすいかもしれないが，実力のある選手が大会当日に体調を崩して試

合に出なければ代表に選出されないことになるため，本当に強い選手が選出

されるとは限らず，例えば，ＢやＳがインフルエンザにかかって試合を欠場

すれば，ＢやＳであっても代表に選出されないことになってしまうためであ

るという。女子の場合は，競技の歴史が短く，選手層が男子ほど厚くないた

め実力差があり，十分な実力がない選手がたまたま優勝してしまうこともあ

るので，強化合宿で実力を判断することが必要であるとのことである。 

ウ しかしながら，平成２２年１１月のアジア競技大会にＢが出場できなかっ
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たことに顕著に示された不公平な選抜方法は，選考から外された選手のモチ

ベーションを著しく削ぐことにもなる。試合に出場してよい成績をおさめる

ことが選手の究極の目標であるのだから，さまざまな思惑があるとしても，

万人に納得感のある，明瞭な方法であることに大きな意味があるというべき

であり，より透明性を確保すべく，この点の改善を図るべきである。 

エ また，通常要求される国際大会への派遣要件を満たしているにもかかわら

ず，代表選手に選考されなかった選手に対しては，所属の指導者等の立ち会

いの下，当該選手に対する十分な説明の機会を設けることも検討すべきであ

る。 

（２）ナショナルチームのコーチの選考過程 

ア 選手強化体制は，オリンピックの結果を踏まえて，次のオリンピックに向

けた強化体制が組成されるところ，近時の運営では，選手強化体制の最高責

任者と位置付けられる専務理事と事務局との間で具体的なコーチの人選を

行って原案が作成されているケースがあった。こうした原案の作成にあたっ

ては，前任の強化本部長や強化委員長の意見が徴された形跡は認められなか

った。むしろ，あくまでオリンピックにおけるメダルの獲得状況及びその獲

得した内容やその獲得に貢献した人々の評価を，専務理事を中心に，ごく少

数の人がオープンではない状況の下で，有力な人から個別に意見を徴したう

え，その獲得に貢献した所属における選手の状況なども参考に決定されてい

ることが多いようである。そのため，当委員会において，多くの関係者に対

し，原案の作成プロセスなどについて質問したが，明確な回答は１つもなか

った。また，その後に決定された原案の内容を協会の幹部会が承認し，さら

に，理事会が承認するとのプロセスを経ているが，理事会において反対意見

が述べられることは，理事会の議事録を見る限り，ほとんどない。 

イ 以上のように，いわば無風状態下で選手強化体制が決定されているが，そ

の結果について大きな変更がなされることがある。例えば，平成２８年リオ

体制においては，ロンドンオリンピックで目標とされた男子が金メダルを獲

得したにもかかわらず，男子の強化委員長であったＫが外れ，強化本部長兼

男子フリースタイル強化委員長としてＧが就任しており，また，当初，Ｃを

ナショナルチームのコーチから外す動きがあった。こうした動きをも踏まえ

ると，上記のような選手強化体制のプロセスの下では，人選につき恣意性が
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働きやすいといえる。 

ウ しかも，４年に１回というオリンピックサイクルで強化委員会の構成が変

わっているものの，選手強化体制の上層部に変更がない。せっかく４年に１

回の変更サイクルができているのだから，上層部から大幅に入れ替えるべき

である。上層部に入れ替えが少ないと，自ずと隠然たる力が醸成される温床

となる。 

エ さらに，現在のナショナルチームのコーチの選定に際しては，所属のコー

チがそのままナショナルチームのコーチにシフトする体制がとられている

状況の下で，ナショナルチームのコーチ陣の交替にあたっても，所属や出身

大学の意向が反映されているようであり，そうなると，選手の選考過程にお

いて，所属や出身大学における繋がりが重視されて，選考過程の不透明さが

助長されることになっている。 

そのため，ナショナルチームのコーチの選考にあたっても，万人に納得感

のある，明瞭な方法であることに大きな意味があるというべきであり，より

透明性を確保すべく，この点の改善を図るべきである。 

（３）いずれにせよ，代表選手やナショナルチームのコーチの選考過程を透明化

するため，レスリング関係者でない第三者競技者を選考委員会に加え，そう

した第三者による監視の下で選考過程を行えば「公平性及び公正性」が担保

されると考える。こうした考え方に対しては，レスリングを知らない者が選

考過程に関与しても監視の実効性が上がるはずないとの反論がありうる。

しかしながら，取締役会における社外取締役によるモニタリング制度をみ

れば明らかなように，社外取締役は，そうした選考の中味をチェックするの

ではなく，あくまでプロセスの合理性をチェックすることによってモニタ

リングの実を上げていることに照らせば，かかる形での第三者の関与には

何の問題もないというべきである。 

 

５ 協会の運営について 

現在の協会の理事は，学識経験者が３名いるものの，レスリングに長期間

関わってきた「レスリング関係者」がほとんどである。そのため，理事会議

事録を見る限り，執行部の提案内容や，強化委員会の検討結果について，理

事会で理事から意見が述べられることがないまま承認されることがほとん
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どである。そこで，組織を活性化させるためには，協会の運営に関与する理

事，監事等の役員について，外部から，レスリングとは異なる分野の有識者

の数を増員し，理事会を含む協会での議論を活発化させることが望ましい。 

また，理事の任期についても，一般に，余りにも長期間にわたることは弊

害もあることから，一定の限度を設けることも検討されるべきである。 

特に，選手及びコーチの選考過程に携わる上層部が長年にわたって変わら

ないため，コーチの交替人事に際し，新しい考え方のコーチが入る余地が少

なく，コーチの交替が必ずしも中堅層の底上げをするところとなっていない

ようにも思われる。 

 

６ 最後に 

当委員会の委員は，いずれも，これまでの人生において，レスリングとい

う競技とは何の縁もゆかりもない生活を送ってきた。レスリングについては，

全くのズブの素人である。しかし，当委員会における活動を通じ，レスリン

グに関わる競技者，コーチ，監督など多くのレスリング関係者からのヒアリ

ングを重ねるうちに，次のような思いを抱くに至った。すなわち，レスリン

グは対人競技であり，しかも柔道や相撲などと異なり，競技相手との対戦に

おいて，柔道着や廻しのような相手を掴まえるもの（手段）がない。強いて

言えば，レスリングにおいて互いに掴み合っているのは，互いの魂であり，

まさに人格と人格がぶつかり合っているのである。そうした場においては，

互いに，相手に対し，「敬意と思いやり」を抱いてこそ初めて競技が成立す

るのだと思う。そうしたレスリング競技における崇高さ，潔さが見る人に感

動を与えるのである。そして，そうであるからこそ，第３で引用した倫理規

程は，レスリング競技に関わる人々に向けて，あえて，「フェアプレーの精

神」や「公平性及び公正性」という概念を引き，こうした魂を掴み合い，人

格と人格をぶつけ合うレスリングという「スポーツの価値を損なう」ことの

ないように戒めているのである。そうであるとすると，この倫理規程の下で，

レスリング競技に関わる人々が常に心すべきは，相手に対する「敬意と思い

やり」であることは論を俟たない。 

そこで，振り返って本件をみると，いろいろな人が自分の思惑の下に行動

し，互いに軋轢を生じさせている。どれ一つをとって見ても，小さい，せせ
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こましいというのが正直な感想である。一人ひとりがレスリング競技の原点

に立ち戻り，「敬意と思いやり」の心を取り戻してもらいたい。競技におい

て勝つことが重要であることはいうまでもない。しかし，昨今，余りに勝つ

ことにのみ眼を奪われ，勝つことのその先にあるものが見失われているよう

に思う。 

協会がレスリング競技の原点に回帰し，メダルの数によって国民からの賞

賛を得るだけでなく，これまで以上に，レスリング競技そのものへの感動と

感激を伝えることによって，国民からの信頼を獲ち得ることを切に望む次第

である。 

以上 


